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災害が地域に与える夕、メージとしての“被害の
大きさ"について
一一一最近の災害事例による試論的検討一一
中林一樹*
要約
本論は，通常，災害の大きさが被害の絶対的な量によって測定されるのに対しd災害によって
地域社会が被ったダメージは単に被害の絶対的な量ではなく，被災地のもつ社会的条件(地域経
済，行財政など)との相対的な大きさで決定されるとの試考のもとに，最近の 5つの災害事例
から10市町を対象として，その被害金額に着目して各々の被害概況の比較検討を試みたもので
ある。
本研究は，データとしての事例が極めて限定されており，事例研究の域を出ないが，いくつ
かの点が明らかにされた。①地域社会に与えるダメージは，被害の量とともに密度により検定
されるべきで，その指標としては，全人口又は全世帯に対する直接被害を被った人又び世帯の
割合(被災者率又は被災世帯率)，全人口又は全世帯あたりの被害額，及び各市町村の税収額
に対する被害総額の割合，が妥当である。②全域的規模の災害といわれる場合も，多くは被災
者率が60%程度である。地震の場合は延焼火災が発生しなければ，そのうち75%以上が一部破
損程度であり，水害の場合でも90%以上が被害としては相対的に軽徴である。③民間施設特に
住家等に対する被害額算定方式を確立するとともに，それは復旧費として算定されることが望
ましし、。④災害による間接被害も地域社会に極めて多大なダメージを与える場合がある。
71 
ーノレが不充分な時に発生する事象で、あるからである。
1 災害の概念的検討
"災害とは何か"という社会科学的側面からの概念的
検討は，現在の都市の状況の中で極めて緊急かっ重要性
を増している地震災害をはじめ，あらゆる防災を考える
基本である。
1・1 災害の発生機構
ある種の現象が人間社会に負の影響を与える時，その
現象及び影響(現象の拡大，他の現象の誘発)を「災
害」という。この現象には自然現象と人為現象がある。
前者は地震，台風ゅ集中豪雨などであり，後者には大気
汚染，水質汚濁，火事爆発，戦争破壊などをもたらす諸
現象を例示しえようが円 戦争破壊を除くならば，すべ
てその基礎的原理は「化学反応」という自然科学原理な
のである。しかしここで人為現象としたのt丸この自
然科学的原理を人為的に利用するための人為的コントロ
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自然現象は，人類の存在の有無にかかわらず発現し，
人聞社会の出現以前から繰り返されてきたが，そこには
人間社会が出現して人聞が自然を生産手段として利用
し価値を見いだして以後，その価値を損なう事態が発
生するに及び災害として認識されだしたといえる。さら
に人為現象は，人聞社会がもたらしたものであるとすれ
ば，災害とは，極めて社会科学的な事象として発生する
ということである。従って，災害の規模を規定する負の
影響(いわゆる被害)の大きさは，一定の自然条件のも
とで発現する自然、現象の程度とともに，その影響を受け
る地域の社会条件の程度によって決定される。つまり，
災害特に自然災害の発生にとって，自然現象は必要条件
であるとしても，その影響の及ぶ地域の社会条件が十分
条件となって，自然、現象が"災害化"するのである。
こうした災害の概念的検討としては，佐藤らが台風災
害を主たる対象事例としておこなった理論化が極めて重
72 総合都市研究第5号
要である(佐藤他1964)。それは，災害は素因(または
起因)，必須要因(または誘因)，拡大要因，の三大要
因の結合により発生するというものである。例えば地震
災害をみると，地震という地球科学上の現象そのものが
素因となり，その揺れの範囲内に都市などの人聞社会
(人聞にとっての財価)が存在することが必須要因であ
り，さらにその人間社会が，無理な宅地造成や木造建物
の密集市街地を形成したりしてし、ることが拡大要因とな
って，災害が発生し，拡大するということである。先の
「必要条件」とは素因 I十分条件」とは必須要因と拡
大要因をあわせた概念である九 この災害発生の機構
の解釈は，防災を考える基本的概念である。つまり，災
害の素因たる現象は，それが人為現象であっても(例え
ば自動車やコンビナートなどの存在や火気などの熱源)
また自然現象(地震・台風など)については勿論，その
素因自体が存在しなければ災害は発生しえないのであ
り，従って，必要条件なのである。そして，災害の素因
は常に存在しているのである。しかしそれが災害の発
生に至るか否かは，必須要因及び拡大要因つまり地域の
社会条件(十分条件)の在り方による。ここに，防災の
原点があるのである。
1・2 自然災害特に地震災害の特性
自然条件，社会条件が地域的にも歴史的，時間的にも
相異するのは自明のことである。同一規模の自然現象
(同じマグニチーュドの地震)でも，発生し，影響を及
ぼす場所，その時代，時期によって，災害の様態、は大き
く異なる。つまり，自然条件の地域的な相異とともに，
特に社会条件の地域的，歴史的，時間的な相異は，災害
の内容，種類，発生頻度に地域的，歴史的な遠いをもた
す。災害の地域性，歴史性，階層性といわれるものであ
る。
災害の地域性には二つのレベルがあり，第ーは，東北
地方の冷害，日本海側の大雪，太平洋岸特に三陸の津波
というようなマクロなスケールでの自然条件に大きく規
定される地域性である。
第二は，自然条件のみならず，社会条件にも大きく規
定されるミクロなスケールでの地域性で、ある。地震災害
についてみると，現象としての震動は地盤のタイプによ
り地表面での揺れが異なり，一次災害としての家屋の倒
壊や液状化などの地盤災害に地域住を与える。これは震
動現象の発現のしかたの相違で，都市の地盤タイプ(自
然条件)を把渥することにより，一定年仮定のもとに地
域による震害の程度の相異を予測することもできょう。
さらに各々の地域の社会条件(土地利用，建築物や危険
物などの状況)の相異は災害の内容(被害)に地域差を
与える。こうした自然条件と社会条件の相異から，一定
の仮定のもとに地震災害に対する危険度の相対的な地域
差を想定することもできる。東京都が昭和50年11月に都
民に広報した「地震に関する地域危険度図」はまさにこ
れであり，実際に前提としたような地震が発生した時に
この予測と全く一致することはないとしても，震災の地
域性を端的に示すものである。
他方，災害の(ミクロな)地域性とは，都市内に様々
な環境の地域があるという自明のことともいえる。地域
の生活環境，労働環境の質を示す指標として，安全・健
康・快適・利便の四条件がある。災害の地域差とは安全
条件の地域差ということであり，災害の危険度の高い地
域とは，日常的にも環境の悪化した地域ともいえよう。
人聞が集まって住めば必然、的に危険度が高まるのは否め
ないが， 日常的にも非日常的にも個々の空間が貧困であ
るほど，その集積した地域空聞は相乗的に危険度を高め
る。そうした劣悪な空間で生活し労働するのは，江東デ
ルタ地帯での小零細企業で，職住分離しえない人々(居
住立地限定階層)，自然条件の悪い低価格の土地での木
造建売住宅や危険な工場などと隣接して住む人々，密集
した木造アパートや老朽住宅に居住する人々など，危険
な空間であると認識しているか否かは別にしても，そこ
にしか生活，労働しえない階層の人々である。彼らはよ
り大きな災害の危険(被害の可能性)を背負っているの
である。このことは，災害の十分条件である地域の社会
条件の発展の階層的相異，及び被災の絶対的，相対的な
格差構造の存在を意味しているへ これらは日本資本主
義の発展過程における貧困の問題でもあり，都市域での
災害に限らず，過疎化した農山村での自然管理の低下に
もともなう災害激化も同様で，災害の根底にある貧困の
問題，その端的な表われとしての階層性の問題は，地震
災害についてもあてはまる。
災害の歴史性としては， I過去には大災害だったが現
代では局地化又は減少したもの(例えば伝染病の流行)j，
「過去及び現代とも変らない災害(例えば山火事)j ， 
「現代になって新しい様態を帯びてきた災害(例えば地
震災害)j，I最近新たに起った災害(例えば，海洋汚潟)j
の4類型が想定されよう。いずれも，災害の素因(必要
条件)が歴史的に滅失したので、はなく，必須及び拡大要
因(十分条件)たる社会条件の歴史的変化により災害の
様態が変化したものである。
1.3 天災と人災
災害に対する被災者の受けとめ方も，その種類や内
容，時代によって異なる。それは，ひとつの災害に対し
て，それが「天災」か「人災」かという問題をうむ。
災害対策基本法にいう天災とは， I自然現象としての
災害」であり， I暴風，豪雨，豪雪，洪水，高潮，地震，
津波その他の異常な自然現象」であり，人災とは「大規
模な火事もしくは爆発」などの人為現象であるとしてい
災号，が地域に与えるダメージとしての被害の"大きさ"について 73 
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ところで， 自然現象の「異常さ」とは何を示すのであ
ろうか。先に挙げた自然現象は，いずれもあくまで「自
然の摂理Jそのものであって，決して「異常」ではな
い。基本法は，おもに災害が発生した場合の行政的措置
を定めた法律であるが，その前提には，災害つまり自然
現象に対する対応策(技術)のための予測がある。それ
は，各種の建造物の設計基準を与えるものであり，過去
の災害事例から，確率論的に災害規模を設定している。
従って，この「異常Jとは，広く「通常の人間社会に負
の影響を与える」ということではなく， r (諸々の対策
のための)予測を越えた」あるいは「予測しえなかっ
た」とL寸意味であるとするのが妥当である。
ところで r予測を越えたj場合の予測とは，どの程
度の予測であり，予測された事態が発生した時の責任は
誰に帰されるのか。例えば，耐震設計についてみれば，
現在の建築物は，過去の災害経験から最大級と考えられ
る各々の(マクロな)地域での震度(期待値)を予測
し，その程度の震動に構造的に耐えうるための最低基準
が示されている。しかしこの基準どうりに建てたもの
が必すeしも安全でないこと，さらに， これらの基準は新
たな災害事例の発生に応じて強化されているが過去に遡
及して適用されないため，より危ない建物も少なくな
い。その最低基準に沿って設計されれば，行政的には
「確認」され，施工も設計どうりと認証された建物は，
地震で破壊されてもそれは「予測」を越えたものであ
り， r不可抗力」として，行政上も，設計，施工関係者
にも「責件」は及ばない。結局，被災者はわずかな御見
舞金を受けて「天災」と考えて諦らめるのである。
他方，大規模な火事についてはどうであろうか。失火
の原因が問題で，過失の場合は直接的社会的責任が失火
に対して関われよれしかし延焼火災により延焼をう
けた被災者にとっては，失われた物に対する責任を誰に
問えるものではなL、。
渡辺洋二は，天災と人災について，その区分は相対的
で，歴史的に変化し，歴史的社会の価値感全体で規定さ
れるとの指摘の上に， r人間の頭のなかで天災と考えら
れるものは，要するに人間の責任を追及しえない種類の
災害のことである。たとえ人間の行為に起因するもので
あっても，その責任を追及しえないような種類の災害は
天災だと人々は頭のなかで考える。 Jと述べている(渡
辺1975)。
この災害(被害)に対する責任(権利と義務)体系の
確立は，極めて重大な意味をもっ。諸科学の発展により
各種の災害のメカニズムが明らかになり，科学的に精度
の高い「予測Jが可能になっても，その「予測された事
態」に対する責任の所在が明確になり，被災者がその責
任を追及できるような体制が確立されない限り，科学的
には予測された事態も「天災」と諦らめざるをえないと
いうことである。すなわち. r予測を越えた」か否かの
「予測」とは， (国や地方自治体，企業や他人などの)
責任の範囲を示Lているにすぎない。従って，災害の起
因が自然災害か人為現象かをとわず，科学的に如何に精
度の高い予測をしても，その事態に対して責任を持つ主
体が(法的に)規定されていなければ，すべて「天災」
として被災者は諦らめざるをえないのである。なお，国
家賠償法の二条は，国の管理する道路や河川等の堤防が
決壊したというような場合には r予測を越えたjもの
でも「無過失」ではあるが国は損害賠償の責任を負うこ
とになっている。
ある災害で明天災か人災か"が問題となるのは，結局
のところ，その被害が被災者にとって大きなものである
からである。それは，被災者の救済という問題ととも
に，そうした莫大な被害の発生を防止することが，防災
対策を実施していくうえでの重要な課題だからである。
2 被害の概念的検討
2.1 災害規模を規定する被害の大きさ
災害の規模は，それが人間社会に与えた負の影響の大
きさ，つまり「被害」の大きさによって測定される。例
えば地震についてみると，被災地を固定すればマグニチ
ュードと震央距離という素因によってその多くが決定さ
れる。宇佐美 (1974)は，こうした観点から，過去にお
ける江戸(東京)の地震災害を整理し4}， 各々の地震の
被害の大きさから O~4 の 5 段階の等級に区分するとと
もに，その被害程度と震央距離とマグエチュードの関係
から，江戸(東京)の被害という面からみれば，東京か
ら半径100km以内におきる地震を重点的に監視すること
が重要であると指摘した。この宇佐美がおこなった被害
等級は次の規準であるが，地震による被害程度を等級と
して整理した数少ない研究である。
〔江戸の被害等級〕
被害程度o:無被害
1 破損のみ，家屋被害はない。
2 :小被害。倒潰はまれ。
3 中被害。倒漬かなり，死者もある。
4 大被害。倒潰及び死者多し。
この被害程度は極めて概略的な規準にすぎないが，それ
は宇佐美も指摘するように，明治5年以前の地震につい
てはすべて古史料によってしか震度・規模・震源などの
基本的な諸量が不明であり，またその被害についても古
史料に頼る以外にないためで、もある。
このように，災害の規模が，その被害の大きさにより
規定されるということは，災害を被る地域の社会条件
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(災害の必須要因であり拡大要因である)の変遷によ
り，例えば地震現象自体は同程度であっても，災害規模
(被害の大きさ)は異なるということを示している。先
述の災害の歴史性という点からは，地震災害は，過去に
おいても大災害であったが，近年新たな様態を帯びて，
一層大規模化しつつある災害ということになる。
2・2 地域社会に与えるダメージとしての"被害の大き
さ"
災害規模は，結局その被害の大きさであるが，本来，
地域(被災地)に与えるダメージの大きさは，被害の絶
対的な量だけで規定されるのではない。つまり，それは
"被害の密度"ともいうべき観点からも測定されるべき
である。それは，地震に対する木造建物の被害率や全壊
率といった概念であり，建物の全半壊が何棟かという絶
対量とともに，それが地域の何%を占めているかという
“密度"である。
地震・台風などの被害の集中的，爆発的な発現に対し
て，先述の災害の発生機構から災害として説明しうる公
害や交通事故などは，被害が分散的，継続的に発現す
る。しかし "時間"を圧縮して，年聞の死亡者数，あ
るいは地域での死亡者数をみれば，前者よりも後者の被
害量が極めて大きい場合が少なくないにも拘らず，後者
が一般に"災害"と認識されないのは時間軸"を設
定すれば分散的，継続的で，被害の"密度"が希薄であ
るからにほかならない。
他方，視点をかえれば，時間軸の問題，つまりこうし
た災害の発生頻度の違いは，災害に対する地域社会(の
人々)の意識の違いとなって，防災対策の展開を左右す
るものであることに留意する必要がある。日常時に認識
される災害とは発生頻度が高く(身近かでおきる)，そ
の度，小規模ではあるが被害をもたらす災害である。そ
の発生頻度の高さの故に防災対策も日常性をもって要求
され，そうであるからこそ優先的に実施されていく。台
風対策が地震対策よりも先行的に実施されてきたのも，
同じ理由であろう。逆に，地震という自然、現象の低頻度
性は，それを起因とする災害を，一般住民にも，企業や
行政にとっても，結果的には非日常的な問題として認識
させてしまう。この地震災害に対する意識は，地域社会
を形成していく背景となって災害の程度を規定していく
と同時に，その防災対策の展開を左右する。 r災害は忘
れた頃に来る」ということであり，そのゆえに，非日常
的な災害のもたらす被害は，ひとたび発生すれば，地域
により大きなダメージを与えるのである。
2.3 直接被害と間接被害
被害は，災害が直接的に及ぼす"直接被害"と，間接
的に地域に及ぼす"間接的被害"に区分できる。図一 1
直接被害 商接被害
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図-1. 災害の時系列における直接被害と間接被害
は，災害の発生・拡大・収束という時系列のなかで各々
の時点で発生する被害の区分をモデル的に示したもので
ある。
被害の内容としては，人的被害(死亡・負傷)と物的
被害(破壊・滅失)があるが，物的被害については，件
数で示すと同時に，そうした物的財価の損失として，
H被害金額"に換算される。さらに，人的にも物的にも
被害を直接被っていないにも拘らず，経済的な損失を被
る事態がある。これが，いわゆる間接被害である。
一般に，災害後におこなわれる被害調査は，直接被害
についてであり，その大きさによって，災害の規模が測
定されるが，後述するように，間接被害が地域社会に大
きなダメージを与える場合も少なくないことに留意する
必要がある。
3 最近の災害を事例とする，地域社会に与え
たダメージとしての被害の大きさに関す{)試
論的検討
防災研究における重要な指摘である[災害に学ぶ」
は，実際に発生した災害事例から事実としての"災害"
を学びとることの重要性を端的に表わしたものであっ
て，そこには災害の防止つまり被害の軽減・防止のため
の多くの示唆が埋もれているからである。従って，個々
の技術的工学的な被害発生のメカニズムの解明(及び防
止・軽減方法の検討)という立場からの研究が，災害研
究の大きな柱となるが，本論では，以下において最近の
地震災害事例を中心に，個々の被害例ではなく，それら
の総体としての被害が，地域社会にとって，どれほどの
ダメージであったかという点に関して，他種類の災害
(大火・水害)と比較しつつ，検討を試みたものであ
る。
この試論的検討においては，地域社会へのダメ}ジの
検定が大きな目的であるため，被害を，地域社会に与え
た経済的損失という指標で把握し，いくつかの指数に転
換して相互比較をおこなった。従って，以下で検討する
災害が地域に与えるダメージとしての"被害の大きさ"について
被害は金銭に換算される被害つまり物的被害及び間接被
害についてである。
なお，この研究の位置付けは，次のように設定されよ
う。防災対策(防災行政計画)の前提として検討されて
いる，いわゆる“被害想定"は，個々の技術的な積み重
ねにより，その物的被害を想定(予測)するものである
が，その経済的損失としての被害想定への試みとなるこ
と。それは，災害によってもたらされる経済的損失を予
め想定することによりへ 災害の地域社会に与えるダメ
ージを想定することが可能であり，防災対策特に，応急
計画，復旧・復興計画のより実効的な検討に資すること
ができると考える。
3・1 取りあげた災害事例と地域の概要
以下の検討のための災害事例(名称)と地域の概要は
表一 1に示した 5事例， 10地域である。地域社会の
特徴を要約すると次である。(図ー 2，図ー 3参照)
東伊豆町・下回市:幼老年人口の少ない，温泉をはじめ
とする観光(サービス業)の町である。ともに第三次産
業就業者が70%に達しており，特に東伊豆町は17，000
人の小さな町にも拘らず，サービス業就業者は44%で
ある。下回市は，南伊豆の中心都市であり，卸小売業
就業者がやや多くなっている。各々の人口あたりの市
町税額は，東伊豆5.7万円，下回4.6万円である。
河津町:幼年，特に老年人口比が高く，第一次産業(農
業)及び第三次産業(サービス業)就業者の多い，農
村型の観光の町である。人口あたりの町税額は3.8万
円である。
仙台市・高知市:地方中核都市，県庁所在都市であり，
第三次産業及び第二次産業就業者が多い。仙台の人口
あたりの市税額は5.7万円，歳入額は10.9万円，高知
の歳入額は9.9万円である。
泉市:老年人口比は4%と低いが，幼年人口比は30%と
高い。仙台市のベッドタウンとして，近年急激な人口
増をみているが，人口年令構成，就業者構成にもその
特徴が表われている。
石越町:人口年令構成はやや老年人口比が高いが，就業
者の51%が農業という農村である。人口あたりの町税
額は1.0万円である。
古川市・酒田市:酒田は港町であるが，背後に庄内水田
地帯があり，古川とともに，農業地域の中心都市とし
て，第一次産業と第三次産業(卸小売業)の町であ
る。人口あたりの市税額は古J112.9万円，酒田2.0万円
である。
三浦市:三崎港を有する漁港の町である。
なお，東伊豆，河津，下回の三市町は，伊豆半島沖地
震(1974)，河津地震(1976)集中豪雨 (1976)など，
近年断続的に自然災害を被っている。また，高知市も昭
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図-3. 10市町の人口に占める幼老年人口の割合
和40~51年の聞に19回も水害に見舞われている地域であ
る。
3・2 直接被害金額にみる災害の種類と被害の特徴
10市町の直接被害を，各市町での被害調書等をもと
に，表一 2に整理した。災害の種類及び各市町での調査
書の作成方法・集計方式が異なるために，必ずしも対比
しえない面もあるが，各項目を被害金額で示したのは，
被害項目聞の比較を可能にするためである。
なお，物的被害から被害金額への換算については，各
市町により算定方式が異なるが，この点については後述
する。
(1) 1978年伊豆大島近海の地震と直接被害，
この地震は， 1978年1月14日正午に発生したM.7.0の
中規模地震で，死者25名，負傷者205名，住家の全壊96
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表←1 10 市町の概要
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被害程度3 (中被害)にランクされる災害であった。こ
の災害で最も特徴的であったのは，死者はすべて山崩れ
や落石等によるものであったが，住家の埋没による死者
2名に対し走行中の自動車やパスの埋没，転落による
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死者が11名，直接の落石による死者が2名，計13名が，
通行中に死亡したことである。その多くが，外部からの
観光客であった。また，冬期の昼食時であったにも拘ら
ず，火災発生をみなかったこと，負傷者の多くが火傷?で
怠ったこと(消火行為)も極めて好ましい特徴的な点で
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ホキ*商業販売額(飲食庖含む)は「昭和45年商業統計」
紳料 (工業)製造品出荷額は「昭和50年工業統計」
あった。
この地震で最も被害を被ったのは東伊豆町と河津町で
あるが，南伊王子ーの中心部市である下回市を含む3市町の
直接被害額をみると，次の4点が指摘できる。(表-2
参照)
① いずれも南伊豆の観光地であり，観光関連の商工業
関係の被害が目立つこと。東伊豆町では被害総額の35
% (51億円)であり，下回市は突に88%(18億円)に
達したわ。河津町でも25%(21億円)である O
なお，東伊豆町観光組合での開き取りによると，連
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表-2 直接被害額の概要
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休 (1975年1月15，16日)の観光予約客はいずれも満
員であったが到着前 (14日正午)であったために，移
動中の観光客の被害以外に人的被害が少なかったのは
幸いであったといわざるをえなし川。
② 被災の中心となった東伊豆町では，住宅関連の建物
被害も48億円で33%に達している。住家の全半壊した
世帯(羅災世帯)の割合は，全世帯に対して11.5%，一
部破損(屋根や壁)も加えた直接被災世帯の割合は，
実に54%に達しているのである。(表ー3参照)
③ 河津町での農地農用施設関係の被害は，全体の42%
(36億円)に及ぶ。東伊豆町も含めて，伊豆の農業の
盛んな地域であり，施設で各々10億円，農地(丘陵斜
面)崩壊が東伊豆で16億円，河津で'13億円に達する。
特に河津町では見高入谷地区の大崩壊をはじめとする
治山関連で13億円に達している点、も大きな特徴であ
る。
④ 同時に，南伊豆への道路交通網の主要な位置にある
河津町で特徴的なものは，斜面崩壊等にともなう道路
被害が町道においても12億円に達していることであ
る。なお，県道関係では静県下で122億円に達してお
り，国道を含む道路の被害は，伊豆の地形地質から災
害の特徴的な点でもある。後述するように，この交通
の途絶は，被災地の復旧・復興の大きな障害となり，
多大な間接被害を生じた。
(2) 1978年宮城県沖地震と直接被害
1978年6月12日夕刻に発生したこの地震は， M目7.4で
中規模以上の大型地震であったが，死者28名(宮城県で
27名)，負傷者10，247名(同じく 10，181名)，住家の全
壊1，279棟，半壊5，719棟という直接被害をもたらした。
物的な直接被害規模は伊豆大島近海地震の約10倍ほどに
達するが，人的被害特に死者数は|司数程度であり，被害
程度3の中規模被害に留まったことは不幸中の幸であっ
た。この地震被害の特徴は，県下での死者27名中18名が
道路等での進びや歩行中に，フロック塀 (14名)，門柱
(3名)等の倒壊で死亡するとともに10才以下の幼児が
9名， 60才会以上の老人10名に達したこと，大学において
化学薬品の混合・混触による出火，石油タンクの破壊に
よる油の流出，都市ガス・水道施設の破壊による長期間
の供給停止，斜面宅地造成地における宅地の崩壊・ょう
壁の破壊など現代都市に懸念されていた新しい被害の様
相を発現したことである。
最も大きな被害を被った仙台市及び憐媛する丘陵斜面
開発の著しいベッドタウンとしての泉市，仙台から北30
kmの沖積平野に位置し 1957年宮城県北地震 (M.6. 8) 
の被災経験(死者1名ブロックJjJfの倒壊)をもっ古川
市，及び扇状地 J:.にある石越町の 4市町を事例として，
その直感被害額をみると，次の 3点が特徴的に指摘で、き
る。(表一2，表-3参照)
① 仙台を始めとして，建物・宅地関連の住宅関係の被
害が大きく，仙台で53%(650億円)，泉で32%(49 
億円)，古川で48%(33億円)に達している。住家の
全半壊した世帯(羅災世帯)の割合は，全世帯に対し
て仙台で2.2%，泉1.1%，古川 4.7%，石越0.5%
であるが，一部破損も加えた直接被災世帯の割合は，
各々 42.2%，63目9%，42.9%， 13.4%に達している。
直接被災世帯に対する羅災世帯の割合は古川10.9%，
仙台5.2%で，これは東伊豆町の21.3%に比べてかな
り低い。(表 3参照)
② 被害集計方式の異いで，正確には仙台市でしか不明
であるが，商工関係の被害も少なくない。仙台市では
卸町団地を始めとする，昭和40年以後に市東部の沖積
低地に開発された産業団地での被害が大半を占め，被
害総額の38%(467億円)に達している。
③ 石越町では，水路・溜池などの農用施設被害が全被
害額の73%(3億円)に達しているが，他3市では農
地の大部分が水田を主とする低地であり，相対的に農
業関連の被害は少ない。しかし農家の被害は大き
く，先の住宅関係被害の全半壊には多くの農家が含ま
れているのである。
(3) 酒田大火と直接被害
昭和51年10月29日午後5時半頃映画館より出火した火
は，冬の日本海からの季節風にあおられ， 11時間半にわ
たって燃えつづけ，酒田市の中心部を22.500 (幅 230~
340 m， 長さ 860m)にわたり焼失し死者1名，負傷
者1，003名，焼失建物1，774棟(専用住宅516，併用住
宅458，庖舗43，その他757)，床面積152，105m2，被
害総額405億円に達する大火であった。羅災世帯(直接
被災世帯)は1，023世帯(住宅を失なった人)である
が，住宅は失わないものの， 自己の!苫舗を失った人も相
当数にのぼる。
この戦後四番目といわれるi酒田大火は，庄内平野の中
心都市である酒田の中心商庖街を焼失したものであっ
て，被安総額の54%(218億円)を商品や償却資産が占
め，さらに庖舗，併用住宅の建物被害が 100億円で，合
計商業関連だけで79%に達した点が極めて特徴的であ
る。
(4) 三崎大火と直接被害
酒田大火と比較対照するために，近年首都圏での大火
の例として取り挙げたものである。冬期の夕刻に出火
しおりからの強風と異常乾燥のなかで，全焼32棟，部
分焼8棟，延焼失建物面積3，016nl，直接被害額約9，400
万円という火災である。焼失而積は酒田大火の 1/50，被
害額は1/400以下ということになる。酒田大火も三崎大火
も，消防的見地からは木造密集市街地での強風下での火
災という共通点をもっ。酒田大火ではプロパンガスの爆
発などはなく(多くを搬出した)むしろ薬局広などのス
災害が地域に与えるダメージとしての"被害の大きさ"について 81 
プレー類の爆発的火災がみられたが，三崎大火ではプロ
パンガスボンベの爆発・噴出がみられたという。
酒田大火と比較するまでもなく， 3，000m2余の建物焼
失に対する被害額9，400万円は， 3.1万円/m2強という
ことで(酒田大火は，建物被害だけで7.6万円/m2)被
害額が低く算定されている。この被害額算定方式は不明
であるが，古い木造家屋の密集地区であったことから，
当時点での周定資産価格を損失額として算定したためと
推察できる。
(5) 高知， 17号水害と直接被害
昭和51年9月の台風17号にともなう集中豪雨災害は，
昭和40年9月以後の19件の水害の中でも最も多大な被害
をもたらした。
9月8日頃から降り出した雨は， 11日の日雨量が高知
市で379mm， 12日のそれは523棚，最大時間雨量97醐，
13日午前O時までの総雨量1，244棚に達するものであっ
た。その被害は，高知市だけで死者3名(山崩れ2名)
住宅の全壊45棟 (50世帯)，半壊44棟 (38世帯)，床上
浸水16，932世帯，住家被害額135億円，総害244億円に
及ぶ大水害であった。被害額の細目をみると，床上浸水
にともなう被害額が46億円 (27万円/世帯)，商品等の
水びたしによる商業関係の被害額34億円，工業関係が23
億円に対し公共土木関係，農業土木関係の被害は合計
21億円であり，極論ではあるが， 21億円の治山治水施設
の被害が，総額244億円の被害をもたらしたということ
ができょう o なお浸水被害が集中的に発生したのは，旧
高知市街地(鏡川北岸)ではなく，鏡川南岸の近年市街
化の激しい地区で，かつては洪水時の遊水機能をもたせ
ていた低地帯で、ある8>。
3・3 直接被害額の算定手法の問題点
多様な人的物的直接被害に対する応急対策，復旧対策
は，被災地の被災程度により，応急対策や復旧対策への
県や国の援助について，災害救助法及び激甚法(激甚災
害に対処するための特別援助等に関する法律)が準備さ
れているとしても，結局は地方自治体の行財政上の予算
に規定される。本論で事例とした災害では，災害救助法
は，東伊豆町，河津町，仙台市，泉市に，激甚法は高知
市，沼田市に適用された。その適用により，救助，復旧
のための予算措置が構じられるのであるが，それでも被
害の状況によっては，各自治体により対策が異なる。例
えば，下田市は今回，救助法が適用されなかったが，市
独自で住家の全壊には3万円，半壊2万円，一部破損1
万円，合計 180万円の見舞金を負担した。他方，東伊豆
町は，救助法にもとづく家屋被害への支給はあったもの
の，被災者への基準の見舞金は，死者遺族に2万円，重
傷者 1万円，軽傷者3，000円，住家全壊3万円，半壊1.5
万円，計 1，000万円余の見舞金を負担したが，結局，ー
部破損の住家への見舞金は支払われなかった。その理由
として，町は，対象数があまりにも多く，町の予算の枠
内では一部破損の見舞金は負担しえなかったとしてい
る。
ここには，災害による被害に対処する上での問題点が
二つある。救助法の適用は，住家被害の全体に対する割
合を基準としているが，それは，住家の全・半壊を被っ
た人々(羅災者)の割合である。問題点のひとつは，建
築の専門家ではない，各市町当局の職員が，短期間のう
ちにどこまで全，半壊，一部破損という技術的な判断が
できるかということである。伊豆大島近海地震の場合
は，結局職員が一戸一戸みてまわったということである
が，宮城沖地震の場合は，絶対量の多さから不可能とい
うことで，仙台・泉・古川各市は災害の2週間ほど後に
町会などを通じて全戸に調査票を配布し，各住民に各々
の住まいについて判断させる方法をとった。回収率は仙
台で76%，泉市で74%ほどであり，その結果を全戸数に
換算したものを，直接被害としている。全壊か半壊か
は r住める」か「住めない」かであり，その被害額は
各住民の申告の合計である。なお，古川市は，回収しえ
た調査票における実数をそのまま全・半壊数としてい
る。(未回収分は，被害がなかったから提出しなかった
のだろうとの判断による制。)
他方，東伊豆町や下回市等の被害額は，個々に"チェ
ック"して判定した全・半壊，一部破損の棟数に，一定
の被害額を乗じて求めたものである。例えば，下回市で
は棟あたり，全壊の住家500万円，非住家200万円，半
壊の住家300万円，非住家100万円，一部破損の住家30
万円，非住家20万円，である。また，東伊豆町では，住
家の被害額を，一棟平均30坪として，全壊は坪あたり30
万円(棟あたり900万円)，半壊は坪あたり15万円 (450
万円)，一部破損は3万円 (90万円)として算定してい
る。高知の17号台風水害の場合も同様の方法で，課税資
料より高知市の平均住宅規模78m2(23.5坪)を求め，標
準建築単価を坪あたり27.5万円として一棟あたり建築費
647.35万円を求め，現存建物の平均償却率を0.6(1-
0.4)として一棟あたりの時価額， 388.4万円を設定し
た。この時価額に被害割合(全壊1.00，半壊0.30，床上
浸水0.10，床下浸水0.01，一部破損0.03)を乗じて各々
の被害額を算定している。
以上の事例jから，災害が地域社会に与えるダメージと
しての被害額(経済損失)の算定方式は，次の二つに大
別される。
① 被災前の物財(動産と不動産)の償却を考慮した価
格をもって被害額とする。
② ①における償却を考慮した価格ではなく，現実に要
する費用をもって被害額とする。その場合，
a. とにかく生活できる状態に復旧するのに要すると思
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われる費用をもって被害額とする。
b.従前と同等の生活をおこなうために要する必要最少
限の費用をもって被害額とする。(半壊とはいえ現実
には建てなおす， という場合は①の償却を考慮した価
格でなく，新築に要する費用)
① ②いずれにせよ，
伺一件一件の価格，費用の把握，累計
付) 平均的な価格，費用の単価の設定，集計
の二つの方式がある。さらに，全壊，半壊，一部破損の判断
基準及び判定方法の確立，及び特に仔)の場合は被害程度
に伴なう低減率(被害割合)の適格な設定が必要で、ある。
先の高知，下回の例は①ーげ)の算定方法であり，価格
の設定のしかたが異なるにすぎなし、。また，東伊豆の例
は②- aー 付)である。(下回は全壊で600万円，東伊豆
は全壊で900万円である。)それに対し仙台，泉，古
川での方法は，② a又はb一的の方法で，一件一件の
チェックを調査票においておこなったものである。
直接被害全般についてみると，公共施設関係全般にわ
たっては，②-a又はb一例による被害算定，つまり復
旧費(作業費を含む)をもって被害額としているのであ
る。民間被害においては，商業・工業関係を含め，住家
の場合同様に，様々な算定がおこなわれているのが現状
といえる。結局被害"をどう考えるかによるが，被
害とは，地域社会に災害がもたらしたダメージであり，
地域社会にとって復旧，復興が急務であるとすれば，被
害額については原則的に②の方式で算定されるのが，よ
り現実的であるといえる。
3・4 地域社会へのダメージとしての直接被害の比較
(1) 直接被害を被った人々の割合
災害救助法等にいう"羅災者"は，地震では住家の全
半壊した人々，火災では全半焼した人々を示している。
他方，羅災証明書の発行はより軽徴な被害に対してもな
される。ここでは次の二区分によって，直接被害を被っ
た人々の割合をみる。
〔羅災者・羅災世帯〕
住家の全壊(焼失，流失を含む)及び半壊(半焼)し
た人々及び世帯。
〔被災者・被災世帯]
住家の全半壊に加えて，一部破損(部分焼を含む)， 
床上・床下浸水を含む，住家に直接被害を被むったす
べての人々及び世帯。
なお，直接被害に関しては，前i冶で検討したように各
市町によりその判定(全，半壊や一部破損の区分など)
や集計方法(個別事例の累計又はアンケート等による推
計など)に相異る点がみられるが，以下ではそれらの誤
差の存在を前提として，検討を試みる。(表-3参照)
全世帯及び全人口(夜間)に対する被災者の割合(以
下，被災者率)及び被災世帯の割合(以下，被災世帯
率)をみると，東伊豆町の59.5%，泉市の52.8%，高知
市の51.7%が最も高く，次いで，仙台市の42.2%，古川
市の41.1%，河津町の39.8%である。他方，地震として
は軽微な被害といえる下田市が1.3 %，石越町が11.9% 
であるのに対し戦後四番目の大火である酒田で4.0%
三崎では0.3%にすぎない。以上の例からみる限り，あ
る地域社会にとって全域的災害規模ともいえる災害で
ふ地方自治体単位でみれば，延焼火災をともなわない
地震災害や水害では，その被災者率(及び被災世帯率)
は50~60%の範囲にあるということができょう。
一方，羅災世帯の割合(以下，羅災世帯率)でみると
被災世帯率50%以上の東伊豆町，泉市(地震災害)で各
々11.5%， 1. 1%，高知市(水害)で0.1%にすぎない。
逆に酒田市(大火)では4.0%である。こうした差をみ
るために，直接被災世帯数に対する羅災世帯数の割合を
みると，火災(酒田，三崎)の場合は 100%であるのに
対し，地震では下回市の33.6%，東伊豆町の21.3%を最
高に， 4.5%~1O%程度である。また，高知市の水害で
はわずか0.2%にすぎない。このことは，火災の"物を
焼き尽くす"という災害の様態が，被災すれば大被害を
被るということであるのに対し，延焼火災をともなわな
い地震では，被災者は多いもののその70~95%ほどは比
較的軽微な被害にとどまること，さらに水害ではその割
合が99.8%にも達しているということである。従って，
特に地震災害について述べるならば，延焼火災をともな
わない地震災害では，震度 5~6程度のそれでも，被災
者率は50~60%程度であり，さらに被災者の70~95%は
一部破損などの相対的に軽微な被害にとどまるものであ
るといえる。
(2) 全世帯及び全人口あたりの被害額
被災者率40%以土の地域における全世帯及び全人口あ
たりの被害額をみると，東伊豆町で293万円/世帯， 85 
万円/人，河津町333万円/世帯， 89万円/人，仙台市
67万円/世帯， 20万円/人，泉市79万円/世帯， 22万円
/人，古川市51万円/世帯， 13万円/人，高知市30万円
/世帯， 10万円/人である。これらに対し，被災者率で
はわずかに3.4%にすぎない酒国市では， 157万円/世
帯である。
また被災陛帯あたりの被害額をみると， 東伊豆町543
万円，河津町915万円下回市 1，733万円に対し，同じ
く地震災害である仙台市では 158万円，泉市 124万円，
古川市119万円，石越町 193万円である。なお火災の酒
田では3，959万円， 三i崎は219万円，水害の高知は52万
円である。
さらに，羅災世情あたりの被害額では， 東伊豆 1，549
災害が地域に与えるダメージとしての"被害の大きさ"について 83 
万円河津12，085万円下回 5，156万円，仙台3，012万
円，泉市2，897万円，古川市 1，097万円， 石越町4，875
万円であるのに対し，火災の酒田3，959万円，三崎は219
万円，水害の高知27，727万円となる。
以上の比較から，各市町での全半壊の判断や被害額算
定方式のちがいを前提としつつも次の4点を指摘するこ
とができる。
① 災害が地域社会に与えるダメージの一側面として，
全世帯(又は全人口)に対する被害額をみると，同程
度の被災者率の東伊豆，河津，仙台，泉，古川|及び高
知においても，相当の差異がある。
まず，地震災害は水害よりも世帯あたりの被害額が
大きく， 2~11倍である。
また，同じ地震災害でも51万円から 333万円までの
ひらきがあるが， これは，先述の項目別の被害額を併
せみるならば，相対的に被害額の多くなっている伊豆
大島近海地震の場合には，宮城県沖地震に比べて公共
土木施設関係，農地農用施設関係の被害の大きかった
ことが伺われる。また下回市の場合は，観光関係(民
宿など)の被害の大きさが著しいことである。
なお，水害については，その被害の大部分が住宅関
係しかも浸水被害であり，被災者率ほどには被害額と
しては高くないということであり，水害という災害様
態の特性であるといえよう。
② 災害の様態のちがいによる，災害の被災者に与える
インパクトとして，被災世帯あたりの被害額をみる
と，被災者率の大小にかかわりなし火災の強さが著
しく，酒田のそれは4，000万円/世帯に達する。(逆
に三崎大火の被害額は，火災としてはやや少なすぎる
といえるが，詳細な被害額算定根拠は不明である。)
反対に水害のそれは，約 '/10にちかい少額であり，
火災の R焼き尽す"という，災害のインパクトの強さ
と対照的である。
なお，地震については，先の被害額の構成からも明
らかなように，被災世帯に関連する住宅関係被害以外
の被害がどれ位かということが大きく左右するのであ
るO 下回の観光サービス(特に民宿)関係の被害の故
に， 1， 700万円/被災世帯にも達し，山崩れなど治山
を含む農地農用施設関係の被害の大きさから，河津で
は1，000万円ほどに及んでいるのである。逆に宮城県
沖地震の場合には，被害の多くが住宅関連の被害であ
り，その大部分は一部破損程度であることから，全般
に被災世帯あたりの被害額も低い。
③ 特に全半壊住家の世帯数，つまり羅災世帯あたりの
被害額でみるならば，災害による住宅関連の建物被害
とその被害の構成の相異はより明確で，潤聞大火の
4，000万円を越える被害額が河津，下回，石越，高知
でみられる。これらは，大火が被災者すなわち羅災者
(ほぼすべて全半焼)とL、うのに対し，震災や水害で
は，被災者のごく一部が羅災者にすぎないということ
でもある。
④ 以上のことから，沼田大火は，宮城県沖地震におけ
る仙台市その他の市町の被ったダメージよりも大きな
ダメージを地域にもたらしたといえる。さらに，地震
災害は水害にくらべ，地域社会へのダメージは相対的
に高いということがし、えよう。
(3) 市町村の財政規模に対する被害の大きさ
表 3に示すように，各市町の歳入額及び市町税額に
対する，今回の災害がもたらした被害額をみると，歳入
額に対しては，全域的災害といえる東伊豆が8.8倍，河
津が7.1倍であるのに対し，同じく仙台市は1.4倍，高
知市は1.0倍にすぎない。逆に，被災者率3.4%にすぎ
ない酒田大火が8.1倍に達している。さらに，地域社会
の経済力を端的に示すとおもわれる市町税額に対して
は，河津の23.5倍が最高で，次いで酒田の21.1倍，東伊
豆の14.9倍であり，仙台，古川が3.5倍 4.3倍，下日i
で1.5倍であり，最近のわずかな災害事例でしかない
が，災害特に地震，大火(火災)のもたらす被害の大き
さに改めて驚かされる。さらに，推論の域を出ないもの
の，被害総額としては小さいがより小さな地方自治体ほ
ど相対的に大きなダメージを受けていることが伺われよ
う。
(4) 住宅関連の被害について
前節でみたように，直接被害額，特に住宅関連のそれ
については，接々な算定方式がとられており，被害額が
各々異なるものの，各々を世帯あたりの平均被害額でみ
たのが表 3である。(被害額の算定には，伊豆大島近
海地震の場合には一棟あたりの被害額で算定している
が，宮城県沖の場合は世帯別の個票による。)
住家の全壊による世帯あたりの平均被害額は，東伊豆
(900万円/一棟)で520万円，下回 (600万円/一棟)
で375万円，高知 (388万円/一棟)で350万円に対し，
仙台714万円(棟あたりは不明)，泉で648万円 (985万
円/一棟)，古川 402万円(棟あたりも同額)である。ま
た酒田は(全焼について) 1，114万円となる。
酒田においては，焼失した住宅と同程度の住宅を建築
するための費用と推察しうる金額であり，仙台，泉のそ
れも一棟あたりでは約1，000万円ほどとみられ，さらに
東伊豆町も加えた4市町の全壊住家の被害額は，ほぼ建
築費に相当する。他の市町のそれは，失われた固定資産
価値に近い数字であるといえよう。
半壊の住家の世帯あたり被害額については，東伊豆
(450万円/一棟)で 433万円，下回 (300万円/一棟)
288万円，高知(117万円/一棟) 134万円に対し，
総合都市研究第5号
表-3 直接被害の指数化
市町名ト日豆
市町域人口密度 (人/ha) I 2.22 
DID地区人口密度(人/ha) I 80.10 
居住全世帯に対する直接 l 
被災世帯率 (%) I 
要望会口に対する直接被ω| 回 5
E著書世帯に対する羅災(%)I 11. 5 
賭軽世帯に対する羅ω21.3 
居住世帯あたり | 
の被害総嶺 (万円/世帯 293
夜間人口あたりの | 
由彊 (万円竺-)I_~ 
被災世帯あたり | 
の被害総額 (万円/世帯) I 間
報番あたりの被(万円/人)I 142 
羅災世帯あたり l 
の被害総額 (万円/世帯) I 2，549 
市町歳入額に対する被室 | 
総額の割合 口(倍) I 
1有町1函反iミ;苅する被害総 | 一
額の割合 (倍) I 1ω 
賜あたりの平均市町(万円)I 19. 7 
商業販売額に対する商業 i 
関係被害額の割合 (倍) I 0.99 
工業出荷額に対する工業 | 
関係被害額の割合 (倍)0.31
全壊住宅の平均被 ! 害額 (万円/戸) I 520 
半壊住宅の平均被 | 
害額 (万円/戸) I 433 
一部破損住宅の平 | 
均被蓄額 (万円/戸) I 
表著者家屋の平均(万円/戸) I 218 
Z言語人あたりの全壊住(戸)I 5.4 
全焼被災世帯あたりの | 
住宅関係被害額(万円/世帯) I 178 
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仙台235万円，泉283万円，古川1241万円である。これ
らの被害額は，高知を除くと，半壊住宅がどの程度の建
築的な破壊かにもよるが1"住める」と判断される程度
の破壊に対応する修復費であると考えられる。
一部破損については，東伊豆(90万円/一棟) 89万
円，河津の70万円棟を除くと，下回 (30万円一棟)28万
円，仙台30万円など， 1O~30万円程度である。一部破損
は，地震の場合には発生件数が極めて多いのであるか
ら，その算定単価の違いは，被害総額に大きな差異をも
たらす。ただどの程度を平均的な破損額とすべきかは判
断しがたし、。
以上の検討から，いずれにせよ，地震をはじめとする
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3，012 
1.8 
3.5 
19.1 
0.07 
714 
235 
災害に対する建物の被害額は，通常は「以前と同等の生
活をおこなうための費用」としては少なめに算定されて
いるといわざるをえない。
(5) まとめ
災害がもたらした直接被害の，地域社会へのダメージ
の程度をみるには，例えば地震の場合に物的にみる全壊
率(全壊建物棟数の全棟数に対する比)や被害率(全壊
率+%半壊率)という指標もあるが，災害の種類，地域
の白然的，社会的条件による相異を含む現実のダメージ
の程度をみるには，地域の全人口又は全世帯あたりの被
害額及び，市町村税に対する被害総額の指数という形で
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泉 JI 市|石 越 町|酒 回 市[三浦市|高知市
4.82 4.03 2.82 
79.8 62.67 
63.9 42.9 13.4 
52.8 41.1 11. 9 
1.1 4. 7 O. 5 
3.9 10.9 4.0 
79 51 26 
22 13 6 
124 119 193 
41 31 47 
2，897 
1.4 1.4 0.8 
5.2 4.3 5.6 
15.2 11. 9 4. 7 
0.06 
648 402 
283 241 29 
10 27 
58 45 
71.5 
40 58 29 
みることが妥当であろう。ただし，被害額の算定方法は
折々で様々の方法がとられており，統一的な算定方法を
設定することが必要であろう。その場合には，被災地の
復旧事業に充分対応しうるような被害額の算定のプリン
シフ。ルが望まれる。
3・5 災害による間接被害の検討
人身・資産を失うという直接被害に対して，災害に起
因する様々の間接被害が地域社会にダメージを与える。
間接被害は，直接被害を被った人が復旧期間及びその後
に被むる被害と，直接被害をまぬがれた人が被むる被害
であり，経済的損失として被災地に追打ちをかけるもの
5.52 15.37 17.33 
56.24 83.17 79.55 
4.0 0.3 56.5 
3.4 0.3 51. 7 
4.0 0.3 O. 1 
100 100 0.2 
157 1 30 
42 0.2 10 
219 52 
66 19 
219 
8. 1 1.0 
21.1 
7.4 
0.22 0.02 
0.01 
350 
1，114 235 
134 
13 
813 20 
(全焼)I 16. 7 
(219) 29 
である。
間接被害を算定することは極めて困難であり，どこま
でが災害に起因する間接被害であるかの判断も難しい
が，以下では伊豆大島近海地震にともなう下回市及び東
伊豆町における間接被害について検討する。
下回市，東伊豆町ともに，温泉を中心とする観光関連
産業が地域経済の基盤となっている。観光客のルート
は，伊豆急電鉄及び道路(国道135号東伊豆道路，同136
号，天城越えの伊豆踊り子ラインなど)で，いずれも災
害に危弱な交通網であり，本地震でも途絶えた。東伊豆
町の入込客の交通手段をみると，伊豆急40%，パス(乗
合・貸切) 35%， 自家用車24%，東海汽船1%といわ
86 総合都市研究第5号
表 4 各種企業の間接被害額(下回市)
旅館ホテル間接被害額 313，614万円
I 1 月 I 2 月 I 3 月 I 4 月 I 5 月 I 6 月|
昭和畔宿泊実績 53お6人I61，218人[民必州 m州 67，309人|附必人|
昭和畔宿泊見込 I70 000 I 80， 000 I 97， 000 I 67， 000 肌 000 I 68，000 I 
災害後の宿泊見込~~~…τI 29，100 I瓦…丙000川 000
計 |昭和畔対比|
39広101人 100.0
462，000 I 116.9 
186，900 I 47. 3 
(462，000人一186，900人)X11，400円(平均消費額/人)ニム3，136，140，000円
民宿間接被害額 68，290万円
1 1 月 I 2 月 !3 月 I 4 月 I5 月 I 6 月| 計 [町一戸
|里一向実績 1-35，15~^ I云云坦竺390出竺♂ぺ 30， 7竺À~竺当日8，川竺土
昭和昨宿泊見込 I37， 000 1 22， 000 1 56， 000 I 31， 000 1認，000 I 19，0∞1-'-197，000 I 山
扇ふ時五戸両副ヲ斗戸，560 7，980 1玩「了一品川コ雨戸一「コ王子
(197，000人 60，420人)X5，000円(平均消費額/人)=ム682，900，000円
卸小売業間接被害額 1，072，600万円
月 I3 月! υ 「 百十 |昭和52年対比
昭和52年売上実績 253，500 I 195，500 I 334，600 I 365，400 I 335，300 I 194，700 I 1，679，000 |「ー「「「「「 100.。
昭和53年想災害後の I
売上予 48.8川…!… l…l…| 36.1 
606，400万円 1，679，000万円=ム1，072，600万円
飲食業関係間接被害額 217，000万円
昭和52年実績
昭和53年見込
災害後の見込
己竺」三 )j
I 517Fl 必fZ1
~7， 900 I竺
~~~112， 600 I 竺 J
150，300万円 367，300万円=ム217，000万円
れ，陸上交通網は，南伊豆観光の命綱なのである。(東
伊豆町商工会1978)
さらに，本地震では通行途中の観光客が山崩れ，落石
などで死傷したこともあって，観光客自身の“伊豆離
れ"もみられた。
最も典型的な例が下回市である。下回観光協会の資
料10) (1978年2月20日現在)によれば，被災後の観光関
連産業の間接被害を表 4の如く推定している。それに
4ι己土~I三竺UJ 
47.4判d 円I4必3，塑!空竺司?聖雪F11 J … (い川一7冗川1.70叩初∞oI与同f一:ぺ
初仰200I 35，900 27，000 
…吐 117.6
間接被害総額 1，671，504万円
(資料:下回観光協会資料)
よれば，総額167億円に達するものと見込んでいる。下
回市は直接被害は相対的に極めて少なく，総額21億円
(民宿関係17億円，商工業関係1億円)にすぎない。従
って，下回市の間接被害は直接被害の約8倍にも達する
ことになり，観光関連資本(外部資本も少なくない)と
地元雇用者との問題(解雇，無給の自宅待機など)は，
大きな地域問題となる様相さえ伺われるのである。さら
に市の税収入の減少も明らかであり，直接被害が少なか
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表ー←5 旅館の間接被害(東伊豆町)
年 度:子G月 13月 14)j 1 5)j [~月 1 7月 1 8 月|合 ~'I- 恒竺
? 昭和畔 1118，4171137， 3刊1白川1121吋竺主?竺竺41 99，2011竺竺|土031ml -
2竺竺J三竺千九叫 M48山|即刻 96，984[ 99，20111白仰m…，93刷伺蜘ω0| 竺 1唖?竺!割4二一壬止二竺平空竺竺-川竺~-~叫09九?堅， 8剤?割4 9引札町口1，υ刊，78均叫い6悶叫l町?ω~I竺竺剤L_o[ ?4! 竺 1唖06割?割4ゴ竺
総|昭和畔[川鴎2包え吋以叫山8判31ω8判91|叫叫叩6州o[8印 6115印9吋 9臼民町，6臼8
マl同5臼畔3咋年見込川l竺ふり竺381，8921瓦ムヨ]割 83，3361159，吋三日一二
(品川!G_l:I-~~，一世竺竺~l~L吋竺?[_1_0~_~~7[ 01 01竺内:L=.2竺
心平(見込)
1 
4腕|跳|附 130~ 1 20~ 1瓦川云云-1-0%-1 一一下
(資料:東伊豆町商工会第二次被害調査表)
表-6 各種企業の間接被害額(東伊豆町)
旅館ホテル間接被害額
観光特別宣伝費用
日 46百万円 | 前年売上1口 90百万円の2%減
ωo百万円 I 7月1川回復のための集中宣伝
観光サーピス業間接被害額
小売業(最寄后)
制百万円 | 前年売上川
884百万円 | 旅館売上減少額の3防
小売業(買廻品庖) m百万円 | 家具・食器等の売上げを見込む推定
合計 4，630百万円 「瓦芸員の所得減などは含まなし7
ったにも拘らず，多大な間接被害によって，今回の地震
は市の行財政に少なからぬダメージを与えたことは明ら
かである。
東伊豆町は，直接被害も最も大きかったのであるが，
さらに観光関連の間接被害も少なくない。東伊豆町商工
会の資料11) (1978年1月19日現在)によれば，表 5及
び表 6の如く，総額46億円の間接被害を計上してい
る。なお，同町の直接被害総額は146億円であり，その
うち観光関連の被害が51億円である。下回の場合は民宿
以外の観光施設はほぼ直接被害を免れたものの，伊豆の
最深部に位置するため，伊豆急電鉄の完全復旧の遅れも
あって，観光客の入込のたち遅れによる典型的な間接被
害型の地域社会の災害によるダメージであるが，東伊豆
町の場合は直接被害と同時に間接被害も強く被っている
のである。
なお，伊豆大島近海地震では，観光関連の間接被害の
他，道路の途絶によりミカン・イチゴなどの農産物の出
荷不能による間接被害があったが，金額的には不明であ
る。
伊豆大島近海地震は，伊豆の自然的，社会的な地域特
性から，多大な間接被害をもたらしたことは否めない。
(資業い東伊豆町商工会第二次被害調査表より)
それは，伊豆のみならず，多くの地域でみられるモータ
リゼーションに乗った観光開発中心の地域振興政策がも
っ問題点の一側面であると同時に，災害が地域社会に与
えるダメージの深刻さを示す端的な事例でもある。
4.結語
本論に取り挙げた事例は5災害，10地域にすぎず，デー
タ的には試論的事例研究の域を出るものではないため，
災害による平均的な被害額等を定数的に示しえないのみ
ならず，全てにわたって一般化するには不充分な点が少
なくない。さらに災害事例を増して検討をすすめるとと
もに，被害額算定方式を一定の方式を設定して各々の災
害事例を換算しなおし比較検討する必要があるが，今
後の課題としたい。
調査にあたり，災害復旧に多忙な中を快く時間をさい
て下さった関係県市町の担当者の方々に，末筆ながら感
謝いたします。なお，調査期間は，酒田(昭和51年12月
1~4 日)高知(昭和52年 1 月 31 日 ~2 月 4 日) ，伊豆
(昭和53年 2 月 22~25 日) ，宮城(昭和53年 8 月 20~23
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文献日)である。本論をまとめるにあたり，東京都立大学都
市研究センターBグループの定例防災研究会で多くの示 石越町
唆をうけたことに感謝するとともに資料の収集整理に 1978 ~被害報告(写し) jJ 
は，東京消防庁研修生である小谷正行，白井和夫両氏の 泉市
少なからぬ協力をえたことに改めて感謝いたします。
?
1)大気汚染や水質汚濁は公害といわれている事象であ
る。地震や台風，火災などは突発的で一過性が高いの
に対して，これらは持続的でその影響は極めてゆるや
かではあるが，人間への負の影響を与える事象であ
り，災害として考えうる。なお，西山はこれらを「環
境荒廃Jと「生活歪曲Jという言葉で把握している
が，基本的な概念としては災害のー形態という捉え方
である(西山1968)。
2)西山は，災害発生の機構を起因，災害基盤または被
災要因，拡大要因の三つの階層構造で説明している
(西山1968)。
3)西山は社会条件の発展の階層的相異被災の
格差構造"に加えて災害復旧や防災対策の資本家
による利潤追求の手段化"の三点を階層性の内容とし
ているo
4)過去に関東地方に被害をもたらした地震は120回あ
り， うち，江戸に被害のあったものは60回である。
5)もし現在，関東大震災クラスの地震が東京を襲え
ば，その被害額は南関東地域で32兆円(中野1975)と
ら一都三県で52兆円(米田1975)とも推計されてい
る。
1978 ~被害報告(写し) jJ 
宇佐美龍夫
1974 r地震災害史一一基本調査J W東京直下型地震
に関する調査(そのl)jJ東京都防災会議。
1975 W資料日本被害地震総覧』東京大学出版会。
河津町
1978 W1978伊豆大島近海の地震被害概況』
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